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箱根町職員の育児休業等に関する条例及び箱根町職員の勤務時間及び休 

暇等に関する条例の一部改正新旧対照表 

 

新 （ 改 正 後 ） 
  

（箱根町職員の育児休業等に関する条例の一部改正）（第 1 条関係） 

（育児休業をすることができない職員） 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (1)・(2) （略） 

(3) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

 

 (ア) （略） 

  (イ) （略） 

イ・ウ （略） 

 

 （部分休業をすることができない職員） 

第 17 条 育児休業法第 19 条第 1 項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1) （略） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職

員以外の非常勤職員（地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員等」という。）を除く。） 

 

 

 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第 21 条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊

娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に

対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけ

ればならない。 

2  任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第 22 条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 
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旧 （ 改 正 前 ）  

 

 

 （育児休業をすることができない職員） 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

 (1)・(2) （略） 

(3) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

  (ア) 引き続いて在職した期間が 1 年以上である非常勤職員 

  (イ) （略） 

  (ウ) （略） 

 イ・ウ （略） 

 

 （部分休業をすることができない職員） 

第 17 条 育児休業法第 19 条第 1 項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1) （略） 

(2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第 28

条の 5 第 1 項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤

務職員等」という。）を除く。） 

 ア 引き続いて在職した期間が 1 年以上である非常勤職員 

 イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤

職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3



 

 

新 （ 改 正 後 ） 

 (1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

 (2) 育児休業に関する相談体制の整備 

(3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

 （委任） 

第 23 条 （略） 

 

（箱根町職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部改正）（第 2 条関係） 

（短期介護休暇） 

第 14 条の 3 短期介護休暇は、職員（会計年度任用職員にあっては 1 週間の勤務日

数が 2 日を超える者又は週以外の期間によって勤務日が定められ、及び 1 年間の

勤務日数が 121 日以上見込まれる者で、かつ、6 月以上の任期が定められている

もの又は現に 6 月以上引き続いて勤務しているものに限る。）が配偶者（届出をし

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母、子、配

偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間

にわたり日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」という。）の介護そ

の他の規則で定める世話を行うため、勤務しないことが相当であると認められる

場合における休暇とする。 

 （介護休暇） 

第 15 条 介護休暇は、職員（会計年度任用職員にあっては 1 週間の勤務日数が 2 日

を超える者又は週以外の期間によって勤務日が定められ、及び 1 年間の勤務日数

が 121 日以上である者（介護休暇開始予定日から起算して 93 日を経過する日か

ら 6 月を経過する日までに任期が満了し、更新されないことが明らかである者を

除く。）に限る。以下この条において同じ。）が要介護者の介護をするため、任命

権者が、規則の定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、3 回を超えず、かつ、通算して 6 月

を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務し

ないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

 

2 （略） 

 （介護時間） 

第 15 条の 2 介護時間は、職員（会計年度任用職員にあっては 1 週間の勤務日数が

2 日を超える者又は週以外の期間によって勤務日が定められ、及び 1 年間の勤務

日数が 121 日以上である者で、かつ、1 日につき定められた勤務時間が 6 時間 15

分以上である勤務日があるものに限る。）が要介護者の介護をするため、要介護者
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旧 （ 改 正 前 ） 

 

 

 

 （委任） 

第 21 条 （略） 

 

 

（短期介護休暇） 

第 14 条の 3 短期介護休暇は、職員（会計年度任用職員にあっては 1 週間の勤務日

数が 2 日を超える者又は週以外の期間によって勤務日が定められ、及び 1 年間の

勤務日数が 121 日以上見込まれる者で、かつ、現に 6 月以上引き続いて勤務して

いるものに限る。）が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、

疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障がある

者（以下「要介護者」という。）の介護その他の規則で定める世話を行うため、勤

務しないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

 

 （介護休暇） 

第 15 条 介護休暇は、職員（会計年度任用職員にあっては 1 週間の勤務日数が 2 日

を超える者又は週以外の期間によって勤務日が定められ、及び 1 年間の勤務日数

が 121 日以上である者で、かつ、現に 1 年以上引き続いて勤務しているもの（介

護休暇開始予定日から起算して 93 日を経過する日から 6 月を経過する日までに

任期が満了し、更新されないことが明らかである者を除く。）に限る。以下この条

において同じ。）が要介護者の介護をするため、任命権者が、規則の定めるところ

により、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続

する状態ごとに、3 回を超えず、かつ、通算して 6 月を超えない範囲内で指定す

る期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇とする。 

2 （略） 

 （介護時間） 

第 15 条の 2 介護時間は、職員（会計年度任用職員にあっては 1 週間の勤務日数が

2 日を超える者又は週以外の期間によって勤務日が定められ、及び 1 年間の勤務

日数が 121 日以上である者で、かつ、1 日につき定められた勤務時間が 6 時間 15

分以上である勤務日があるものであって、現に 1 年以上引き続いて勤務している
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新 （ 改 正 後 ） 

が各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する 3 年の期間（当

該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内において 1 日の勤務時間

の 1 部につき勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

 

2 （略） 
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旧 （ 改 正 前 ） 

ものに限る。）が要介護者の介護をするため、要介護者が各々が当該介護を必要と

する一の継続する状態ごとに、連続する 3 年の期間（当該要介護者に係る指定期

間と重複する期間を除く。）内において 1 日の勤務時間の 1 部につき勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

2 （略） 
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箱根町個人情報保護条例の一部改正新旧対照表 

 

新 （ 改 正 後 ）  

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 ⑴～⑸ （略） 

 ⑹ 事業者 事業を営む法人その他の団体(国、独立行政法人等(個人情報の

保護に関する法律(平成 15 年法律第 57 号)第 2 条第 9 項に規定する独立行

政法人等をいう。)、地方公共団体及び地方独立行政法人(地方独立行政法

人法(平成 15 年法律第 118号)第 2 条第 1 項に規定する地方独立行政法人を

いう。)を除く。以下「法人等」という。)又は事業を営む個人をいう。 

 

 ⑺・⑻ （略） 

（自己情報の利用停止請求権） 

第 23 条 （略） 

2  何人も、自己を本人とする特定個人情報(情報提供等記録を除く。以下この

項において同じ。)が次の各号のいずれかに該当すると思料するときは、この

条例の定めるところにより、当該特定個人情報を保有する実施機関に対し、

当該各号に定める措置を請求することができる。 

⑴ 当該特定個人情報を保有する実施機関により適法に取得されたものでな

いとき、当該特定個人情報の利用の目的の達成に必要な範囲を超えて保有

されているとき、第 9 条の 2 の規定に違反して利用されているとき、番号

法第 20 条の規定に違反して収集され、若しくは保管されているとき、又は

番号法第 29 条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイルに記録

されているとき 当該特定個人情報の利用の停止又は消去 

⑵ （略） 

3  （略） 

（適用除外） 
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旧 （ 改 正 前 ） 

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 ⑴～⑸ （略） 

 ⑹ 事業者 事業を営む法人その他の団体(国、独立行政法人等(独立行政法

人等の保有する個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 59 号)第 2

条第 1 項に規定する独立行政法人等をいう。)、地方公共団体及び地方独立

行政法人(地方独立行政法人法(平成 15 年法律第 118 号)第 2 条第 1 項に規

定する地方独立行政法人をいう。)を除く。以下「法人等」という。)又は

事業を営む個人をいう。 

 ⑺・⑻ （略） 

（自己情報の利用停止請求権） 

第 23 条 （略） 

2  何人も、自己を本人とする特定個人情報(情報提供等記録を除く。以下この

項において同じ。)が次の各号のいずれかに該当すると思料するときは、この

条例の定めるところにより、当該特定個人情報を保有する実施機関に対し、

当該各号に定める措置を請求することができる。 

⑴ 当該特定個人情報を保有する実施機関により適法に取得されたものでな

いとき、当該特定個人情報の利用の目的の達成に必要な範囲を超えて保有

されているとき、第 9 条の 2 の規定に違反して利用されているとき、番号

法第 20 条の規定に違反して収集され、若しくは保管されているとき、又は

番号法第 28条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイルに記録さ

れているとき 当該特定個人情報の利用の停止又は消去 

⑵ （略） 

3  （略） 

（適用除外） 
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新 （ 改 正 後 ）  

第 29 条 第 6 条から前条までの規定は、次に掲げる個人情報については、適用

しない。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 統計法第 52 条第 1 号、第 3 号及び第 4 号に規定する個人情報 

 ⑶ （略） 

2・3 （略） 
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旧 （ 改 正 前 ） 

第 29 条 第 6 条から前条までの規定は、次に掲げる個人情報については、適用

しない。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 統計法第 52 条第 1 項に規定する個人情報 

 ⑶ （略） 

2・3 （略） 
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箱根町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部 

改正新旧対照表 

 

新 （ 改 正 後 ）  

 

(退職報償金の支給額) 

第 2 条 退職報償金は、非常勤消防団員として勤務して退職した者に、その者

の勤務年数及び階級に応じて別表に掲げる額を支給する。ただし、次の各号

のいずれかに該当する非常勤消防団員については、この限りでない。 

(1) 勤務年数が 5 年未満である者 

(2) 任用に当たって従事すべき消防事務の範囲が極めて限定されており、か

つ、当該消防事務の量、困難性等、非常勤消防団員間の衡平その他の事情

に照らして退職報償金を支給することが適当でない者 

 

(勤務年数の算定) 

第 4 条 （略） 

第 4 条の 2 非常勤消防団員が、次の各号のいずれかに該当する場合には、そ

の期間は勤務年数に算入しない。 

(1) 一定期間勤務しなかったことが明白であるとき。 

(2) 任用期間が 5 年未満である者として勤務したとき。 

(3) 第 2 条第 2 号に該当する者として勤務したとき。 
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旧 （ 改 正 前 ） 

 

(退職報償金の支給額) 

第 2 条 退職報償金は、非常勤消防団員として 5 年以上勤務して退職した者に、

その者の勤務年数及び階級に応じて別表に掲げる額を支給する。 

 

 

 

 

 

 

(勤務年数の算定) 

第 4 条 （略） 

第 4 条の 2 非常勤消防団員が、一定期間勤務しなかったことが明白である場

合には、その期間は勤務年数に算入しない。 
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箱根町消防団の設置等に関する条例の一部改正新旧対照表 

 

新 （ 改 正 後 ）  

 

(定員) 

第 3 条 団員の定数は、370 人とする。 

2 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令(昭和 31 年政令

第 346 号。次項において「政令」という。)第 4 条第 1 項第 1 号の規定に基づ

き消防団員等公務災害補償責任共済契約に係る掛金の額を算定するために用

いる条例定員は、前項の団員の定数とする。 

3 政令第 4条第 3項の規定に基づき消防団員退職報償金支給責任共済契約に係

る掛金の額を算定するために用いる条例定員は、第 1 項の団員の定数から当該

定数のうち、任用に当たって従事すべき消防事務の範囲が極めて限定されてお

り、かつ、当該消防事務の量、困難性等、団員間の衡平その他の事情に照らし

て退職報償金を支給することが適当でない団員(以下「機能別消防団員」とい

う。)の定数 36 人を控除した数とする。 

 

(服務規律) 

第 8 条 団員は、団長の招集によって出動し、職務に従事するものとする。た

だし、招集を受けない場合であっても、災害(水火災又は地震等の災害をいう。

以下同じ。)の発生を知ったときは、あらかじめ指定するところにしたがい、

直ちに出動し、職務に従事しなければならない。 

 

(報酬) 

第 12 条 団員の報酬は、年額報酬及び出動報酬とする。 

2 団員には、階級に応じ別表第 1 に定める年額報酬を支給する。 

3 団員が災害、警戒、訓練その他町長が必要と認める職務（次条第 1 項におい

て「災害等の職務」という。）に従事した場合においては、職務の区分に応じ

別表第 2 に定める出動報酬を支給する。ただし、機能別消防団員には、災害の

職務に従事した場合に限り出動報酬を支給する。 
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旧 （ 改 正 前 ） 

 

(定員) 

第 3 条 団員の定数は、370 人とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(服務規律) 

第 8 条 団員は、団長の招集によって出動し、職務に従事するものとする。た

だし、招集を受けない場合であっても、水火災その他の災害の発生を知った

ときは、あらかじめ指定するところにしたがい、直ちに出動し、職務に従事

しなければならない。 

 

(報酬) 

第 12 条 団員には、次により報酬を支給する。 

団長   年額  103,000 円 

副団長  年額   83,000 円 

分団長  年額   69,000 円 

副分団長 年額   55,000 円 

部長   年額   41,000 円 

班長   年額   37,000 円 

団員   年額  36,500 円 
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新 （ 改 正 後 ）  

 

(費用弁償) 

第 13 条 団員が災害等の職務に従事する場合においては、費用弁償を支給する

ものとし、その額は、箱根町職員の旅費に関する条例(昭和 40 年箱根町条例

第 31 号)の規定の例による。 

2 前項の場合を除き、団員が公務のために旅行した場合は、箱根町職員の旅費

に関する条例を準用し、団長については町長等相当職、副団長については 7 級

相当職、分団長については 6 級相当職、副分団長及び部長については 4 級相当

職、班長については 3 級相当職、その他の団員については 1 級相当職とみなし、

費用弁償を支給する。 

 

(退職報償金) 

第 15 条 団員(勤務年数が 5 年未満である者及び機能別消防団員に該当する者

を除く。)が退職した場合においては、その者(死亡による退職の場合には、

その者の遺族)に退職報償金を支給する。 

2 （略） 

 

別表第 1(第 12 条関係) 

 

 

階級 報酬額 

団長 年額 103,000 円 

副団長 年額  83,000 円 

分団長 年額  69,000 円 

副分団長 年額  55,000 円 

部長 年額  45,000 円 

班長 年額  42,000 円 

団員（機能別消防団員を除く。） 年額  40,000 円 

機能別消防団員 年額  10,000 円 
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旧 （ 改 正 前 ） 

 

(費用弁償) 

第 13 条 団員が水火災、警戒、訓練等の職務に従事する場合においては、次に

より費用弁償を支給する。 

団員出勤 1 回につき 1,000 円 

2 前項の場合を除き、団員が公務のために旅行した場合は、箱根町職員の旅費

に関する条例(昭和 40 年箱根町条例第 31 号)を準用し、団長については町長等

相当職、副団長については 7 級相当職、分団長については 6 級相当職、副分団

長及び部長については 4 級相当職、班長については 3 級相当職、その他の団員

については 1 級相当職とみなし、旅費を支給する。 

 

(退職報償金) 

第 15 条 団員が退職した場合においては、その者(死亡による退職の場合には、

その者の遺族)に退職報償金を支給する。 

 

2 （略） 
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新 （ 改 正 後 ）  

 

別表第 2(第 12 条関係) 

職務区分 報酬額 

災害 

職務に従事した時間が 4 時間未満の場合 日額 4,000 円 

職務に従事した時間が 4時間以上 6時間未満の場合 日額 6,000 円 

職務に従事した時間が 6 時間以上の場合 日額 8,000 円 

警戒、訓練その他町長が必要と認める職務 日額 3,500 円 
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旧 （ 改 正 前 ） 
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箱根町消防団員等公務災害補償条例の一部改正新旧対照表 

 

新 （ 改 正 後 ）  

 

(損害補償を受ける権利) 

第 2 条 （略） 

第 3 条 （略） 

2 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえることは

できない。 
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旧 （ 改 正 前 ） 

 

(損害補償を受ける権利) 

第 2 条 （略） 

第 3 条 （略） 

2 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえることは

できない。ただし、非常勤消防団員又は非常勤の水防団長若しくは水防団員に

係る傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を受ける権利を

株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫に担保に供する場合は、

この限りでない。 

 

 

 

 

 

29



30
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箱根町育英奨学金条例の一部改正新旧対照表 

 

新 （ 改 正 後 ）  

目次 

 第 1 章～第 3 章 （略） 

 第 4 章 入学資金（第 27 条～第 35 条） 

 第 5 章 修学資金（第 36 条～第 45 条） 

第 6 章 学資融資保証料（第 46 条～第 50 条） 

第 7 章 雑則（第 51 条～第 54 条） 

 附則 

第 1 章 総則 

第 1 条 （略） 

（学資の種類） 

第 2 条 この条例により貸与及び支給又は補助する学資の種類は、育英奨学金、

奨学金、入学資金、修学資金及び学資融資保証料とする。 

第 2 章 育英奨学金 

第 3 条～第 13 条 （略） 

（返還猶予及び減免） 

第 14 条 育英奨学生が、次の各号のいずれかに該当したことにより、本人、連

帯保証人 2 名（1 名は法定代理人）から願い出があったときは、育英奨学金

の返還を猶予し、又はその返還金額を減免することができる。 

(1)・(2) （略） 

(3) 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に基づく生活保護を受けること 

になったとき。 

(4) （略） 

2 （略） 

3 育英奨学生が、育英奨学金の返還を開始した月から 10 年以内に通算 5 年間

箱根町の住民基本台帳に登録があったときは、育英奨学金の返還金額を減免

することができる。 
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旧 （ 改 正 前 ） 

目次 

 第 1 章～第 3 章 （略） 

 第 4 章 入学資金（第 27 条～第 35 条） 

 

 第 5 章 学資融資保証料（第 36 条～第 40 条） 

第 6 章 雑則（第 41 条～第 44 条） 

 附則 

第 1 章 総則 

第 1 条 （略） 

（学資の種類） 

第 2 条 この条例により貸与及び支給又は補助する学資の種類は、育英奨学金、

奨学金、入学資金及び学資融資保証料とする。 

第 2 章 育英奨学金 

第 3 条～第 13 条 （略） 

（返還猶予及び減免） 

第 14 条 育英奨学生が、次の各号のいずれかに該当したことにより、本人、連

帯保証人 2 名（1 名は法定代理人）から願い出があったときは、育英奨学金の

返還を猶予又は減免することができる。 

(1)・(2) （略） 

(3) 生活保護法に基づく生活保護を受けることになったとき。 

 

(4) （略） 

2 （略） 
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新 （ 改 正 後 ）  

第 3 章 奨学金 

第 15 条～第 25 条 （略） 

（返還猶予及び減免） 

第 26 条 奨学生が、次の各号のいずれかに該当したことにより、本人、連帯保

証人 2 名（1 名は法定代理人）から願い出があったときは、奨学金の返還を

猶予し、又はその返還金額を減免することができる。 

(1)～(4) （略） 

2 （略） 

3 奨学生が、奨学金の返還を開始した月から 10 年以内に通算 5 年間箱根町の

住民基本台帳に登録があったときは、奨学金の返還金額を減免することがで

きる。 

第 4 章 入学資金 

（資格） 

第 27 条 入学資金の貸与を受ける者は、箱根町の住民基本台帳に登録されてい

る者で、次に掲げる教育施設に入学を許可された者又は入学金等の納入を条

件として許可される見込みの者であって、かつ、その入学金等の支払が困難

と認められる者でなければならない。 

(1) （略） 

(2) 高等学校卒業を入学資格とする専門学校並びに短期大学及び大学（以下

「大学等」という。） 

(貸与金額) 

第 28 条 貸与金額は、入学許可を得るために必要な入学金及び諸経費とし、次

に掲げる額とする。 

(1) （略） 

(2) 前条第 2 号に該当する者、1 人につき 80 万円以内 

第 29 条～第 32 条 （略）  

(返還) 

第 33 条 入学資金の返還については、第 27 条に掲げる教育施設を卒業した後、
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旧 （ 改 正 前 ） 

第 3 章 奨学金 

第 15 条～第 25 条 （略） 

（返還猶予及び減免） 

第 26 条 奨学生が、次の各号のいずれかに該当したことにより、本人、連帯保

証人 2 名（1 名は法定代理人）から願い出があったときは、奨学金の返還を猶

予又は減免することができる。 

(1)～(4) （略） 

2 （略） 

 

 

 

第 4 章 入学資金 

（資格） 

第 27 条 入学資金の貸与を受ける者は、箱根町の住民基本台帳に登録されてい

る者で、次に掲げる教育施設に入学を許可された者又は入学金等の納入を条

件として許可される見込みの者であって、かつ、その入学金等の支払が困難

と認められる者でなければならない。 

(1) （略） 

(2) 高等学校卒業を入学資格とする専門学校並びに短期大学及び大学 

 

(貸与金額) 

第 28 条 貸与金額は、入学許可を得るために必要な入学金及び諸経費とし、次

に掲げる額とする。 

(1) （略） 

(2) 前条第 2 号に該当する者、1 人につき 100 万円以内 

第 29 条～第 32 条 （略）  

(返還) 

第 33 条 入学資金の返還については、第 27 条に掲げる教育施設を卒業した後、
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新 （ 改 正 後 ）  

10 年以内に返還しなければならない。ただし、第 27 条第 1 号に該当する者

が、引き続き大学等に入学した場合は当該大学等を卒業した後とする。 

 

2 （略） 

(返還猶予及び減免) 

第 34 条 入学資金の貸与を受けた者が、次の各号のいずれかに該当したことに

より、本人、連帯保証人 2 名（1 名は法定代理人）から願い出があったとき

は、入学資金の返還を猶予し、又はその返還金額を減免することができる。 

(1) 専門学校、短期大学、大学その他の教育施設に在学するとき。 

(2) 災害又は疾病によって返還が困難なとき。 

(3) 生活保護法に基づく生活保護を受けることになったとき。 

(4) その他やむを得ない事由によって返還が困難となったとき。 

2 前項第 1 号の規定により返還を猶予した場合は、前条第 1 項中「第 27 条に 

掲げる教育施設を卒業した後」を「猶予の期限後」に読み替えて、返還期間

を変更することができる。 

3 入学資金の貸与を受けた者が、入学資金の返還を開始した月から 10 年以内

に通算 5 年間箱根町の住民基本台帳に登録があったときは、入学資金の返還

金額を減免することができる。 

第 35 条 （略） 

第 5 章 修学資金 

（資格） 

第 36 条 修学資金の貸与を受ける者は、箱根町の住民基本台帳に登録されてい

る者で、大学等に入学を許可された者、入学金等の納入を条件として許可さ

れる見込みの者又は在学している者のうち、経済的理由により修学困難と認

められる者でなければならない。 

（貸与金額） 

第 37 条 貸与金額は、授業料、通学交通費、生活費及び居住の用に供する賃貸

住宅の家賃とし、1 人について年額 30 万円以内とする。 
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旧 （ 改 正 前 ） 

5 年以内に返還しなければならない。ただし、第 27 条第 1 号に該当する者が、

引き続き同条第 2 号に掲げる教育施設に入学した場合は当該教育施設を卒業

した後とする。 

2 （略） 

(返還猶予及び減免) 

第 34 条 教育委員会は、入学資金の貸与を受けた者が、災害、疾病その他やむ

を得ない事由により返還が著しく困難になったと認めた場合は、入学資金の

一部又は全部の返還を免除し、又は必要な期間、返還を猶予することができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 35 条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37



新 （ 改 正 後 ）  

（貸与の時期及び期間） 

第 38 条 修学資金の貸与の時期は、毎年 4 月から 6 月までの間とする。ただし、

入学手続き上必要と認められる場合は、この限りでない。 

2 修学資金の貸与期間は、大学等の在学期間とし、4 年を限度とする。ただし、

疾病等のやむを得ない事情により休学する場合は、その期間、貸与を停止す

る。 

（願い出） 

第 39 条 修学資金の貸与を受けようとする者は、修学資金貸与願書を教育委員

会に提出しなければならない。 

2 修学資金貸与願書には本人、連帯保証人 2 名（1 名は法定代理人）が連署の

うえ、関係書類を添えなければならない。 

（決定） 

第 40 条 修学資金貸与願書が提出されたときは、教育委員会はその内容を審査

し、貸与を決定する。 

（異動の届出） 

第 41 条 修学資金の貸与を受けた者は、次に掲げる事項が生じたときは、直ち

に教育委員会に届け出なければならない。 

(1) 休学、復学、転学又は退学したとき。 

(2) 本人、連帯保証人（法定代理人含む）の身分、住所その他重要事項に異

動が生じたとき。 

（決定の取消し） 

第 42 条 修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当したときは、

その決定を取り消し、以後の修学資金は貸与しない。 

(1) 心身の故障のため卒業の見込みがないと認められたとき。 

(2) 品行が著しく不良となったとき。 

(3) 修学資金を受ける必要がなくなったとき。 

(4) 箱根町の住民基本台帳に登録がなくなったとき。ただし、通学のために

転出した場合はこの限りでない。 
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旧 （ 改 正 前 ） 
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新 （ 改 正 後 ）  

(5) 死亡したとき。 

(6) 退学したとき。 

(7) その他修学資金の貸与を受けた者として不適当と認められたとき。 

（借用証書等の提出） 

第 43 条 修学資金の貸与を受けた者は、次の各号のいずれかに該当したとき

は、直ちに、貸与を受けた金額の借用証書を教育委員会に提出しなければな

らない。この場合、借用証書には、本人、連帯保証人 2 名（1 名は法定代理

人）が連署のうえ、返還明細書を添えなければならない。 

(1) 卒業したとき。 

(2) 貸与が終了したとき。 

(3) 修学資金の貸与を取り消されたとき。 

(4) 修学資金の貸与を辞退したとき。 

（返還） 

第 44 条 修学資金の返還については、大学等を卒業した後、10 年以内に返還

しなければならない。 

2 修学資金の返還方法は、年賦、半年賦、月賦の割賦によることができる。 

（返還猶予及び減免） 

第 45 条 修学資金の貸与を受けた者が、次の各号のいずれかに該当したことに

より、本人、連帯保証人 2 名（1 名は法定代理人）から願い出があったとき

は、修学資金の返還を猶予し、又はその返還金額を減免することができる。 

(1) 専門学校、短期大学、大学その他の教育施設に在学するとき。 

(2) 災害又は疾病によって返還が困難なとき。 

(3) 生活保護法に基づく生活保護を受けることになったとき。 

(4) その他やむを得ない事由によって返還が困難となったとき。 

2 前項第 1 号の規定により返還を猶予した場合は、前条第 1 項中「大学等を卒

業した後」を「猶予の期限後」に読み替えて、返還期間を変更することがで

きる。 

3 修学資金の貸与を受けた者が、修学資金の返還を開始した月から 10 年以内
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旧 （ 改 正 前 ） 
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新 （ 改 正 後 ）  

に通算 5 年間箱根町の住民基本台帳に登録があったときは、修学資金の返還

金額を減免することができる。 

第 6 章 学資融資保証料  

(資格) 

第 46 条 学資融資保証料を補助する者は、箱根町の住民基本台帳に登録されて

いる者で、その子弟が義務教育課程を修了の後、高等学校、大学その他の教

育施設で修学するために、株式会社日本政策金融公庫又は町内に所在する金

融機関から教育資金の融資を受けた者のうち、返済保証を受けるために、そ

れぞれが指定する融資保証基金へ保証料を支払った者でなければならない。 

2 （略） 

第 47 条～第 50 条 （略） 

第 7 章 雑則 

(利子) 

第 51 条 育英奨学金、奨学金、入学資金及び修学資金は、無利子とする。 

(延滞金) 

第 52 条 育英奨学金、奨学金、入学資金及び修学資金を返還すべき者が、正当

な理由なく返還を怠ったときは、箱根町の督促手数料及び延滞金徴収条例(昭

和 42 年箱根町条例第 12 号)の定めるところにより、延滞金を徴収することが

できる。 

(併用の制限) 

第 53 条 育英奨学金、奨学金、入学資金及び修学資金の貸与及び支給と学資融

資保証料の補助とは、同時期に、同目的でこれらを併用することはできない。 

第 54 条 （略） 
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旧 （ 改 正 前 ） 

 

 

第 5 章 学資融資保証料 

(資格) 

第 36 条 学資融資保証料を補助する者は、箱根町の住民基本台帳に登録されて

いる者で、その子弟が義務教育課程を修了の後、高等学校、大学その他の教

育施設で修学するために、国民金融公庫又は町内に所在する金融機関から教

育資金の融資を受けた者のうち、返済保証を受けるために、それぞれが指定

する融資保証基金へ保証料を支払った者でなければならない。 

2 （略） 

第 37 条～第 40 条 （略） 

第 6 章 雑則 

(利子) 

第 41 条 育英奨学金、奨学金及び入学資金は、無利子とする。 

(延滞金) 

第 42 条 育英奨学金、奨学金及び入学資金を返還すべき者が、正当な理由なく

返還を怠ったときは、箱根町の督促手数料及び延滞金徴収条例（昭和 42 年箱

根町条例第 12 号）の定めるところにより、延滞金を徴収することができる。 

 

(併用の制限) 

第 43 条 育英奨学金、奨学金及び入学資金の貸与及び支給と学資融資保証料の

補助とは、同時期に、同目的でこれらを併用することはできない。 

第 44 条 （略） 
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箱根町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等  

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関  

する条例の一部改正新旧対照表 

新 （ 改 正 後 ）  

別表第 1（第 4 条関係） 

機関 事務 

町長 重度障がい者医療証助成に関する事務であって町長が指定

するもの 

神奈川県在宅重度障害者等手当支給条例(昭和44年神奈川

県条例第9号)による市町村経由事務であって規則で定める

もの 

箱根町小児医療費助成に関する事務であって町長が指定す

るもの 

箱根町ひとり親家庭等医療費助成に関する事務であって町

長が指定するもの 

教育委員会 箱根町育英奨学金条例(平成11年箱根町条例第4号)による

奨学金、入学資金及び修学資金の貸与に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

箱根町育英奨学金条例による奨学金、入学資金及び修学資

金の返還に関する事務であって規則で定めるもの 

就学援助費の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

 

別表第 3（第 5 条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

教育委員会 箱根町育英奨学金

条例による奨学金、

入学資金及び修学

資金の貸与に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

町長 地方税関係情報で

あって規則で定め

るもの 

箱根町印鑑条例(昭

和 58年箱根町条例

第 1号 )による印鑑

に関する情報であ
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旧 （ 改 正 前 ） 

別表第 1（第 4 条関係） 

機関 事務 

町長 重度障がい者医療証助成に関する事務であって町長が指定

するもの 

神奈川県在宅重度障害者等手当支給条例(昭和44年神奈川

県条例第9号)による市町村経由事務であって規則で定める

もの 

箱根町小児医療費助成に関する事務であって町長が指定す

るもの 

箱根町ひとり親家庭等医療費助成に関する事務であって町

長が指定するもの 

教育委員会 箱根町育英奨学金条例(平成11年箱根町条例第4号)による

奨学金及び入学資金の貸与に関する事務であって規則で定

めるもの 

箱根町育英奨学金条例による奨学金及び入学資金の返還に

関する事務であって規則で定めるもの 

就学援助費の支給に関する事務であって規則で定めるもの 

 

別表第 3（第 5 条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

教育委員会 箱根町育英奨学金

条例による奨学金

及び入学資金の貸

与に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

町長 地方税関係情報で

あって規則で定め

るもの 

箱根町印鑑条例(昭

和58年箱根町条例

第1号 )による印鑑

に関する情報であ
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新 （ 改 正 後 ）  

って規則で定める

もの 

箱根町育英奨学金

条例による奨学金、

入学資金及び修学

資金の返還に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

町長 住民票関係情報で

あって規則で定め

るもの 

戸籍関係情報であ

って規則で定める

もの 

就学援助費の支給

に関する事務であ

って規則で定める

もの 

町長 住民票関係情報で

あって規則で定め

るもの 

地方税関係情報で

あって規則で定め

るもの 

生活保護法(昭和25

年法律第144号)に

よる保護の実施に

関する情報であっ

て規則で定めるも

の 

児童扶養手当法(昭

和 3 6年法律第 2 3 8

号)による手当の支

給に関する情報で

あって規則で定め

るもの 
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旧 （ 改 正 前 ） 

って規則で定める

もの 

箱根町育英奨学金

条例による奨学金

及び入学資金の返

還に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

町長 住民票関係情報で

あって規則で定め

るもの 

戸籍関係情報であ

って規則で定める

もの 

就学援助費の支給

に関する事務であ

って規則で定める

もの 

町長 住民票関係情報で

あって規則で定め

るもの 

地方税関係情報で

あって規則で定め

るもの 

生活保護法(昭和25

年法律第144号 )に

よる保護の実施に

関する情報であっ

て規則で定めるも

の 

児童扶養手当法(昭

和 3 6年法律第 2 3 8

号)による手当の支

給に関する情報で

あって規則で定め

るもの 

 

 

 

 

 

47



48



 

位置図 

ハイキングコース 

終点 

仙石原字太郎嶽 1108番 175地先 

起点 

仙石原字小屋苅 321 番 7地先 

町道路線認定 仙 215号線 

延長 517.77ｍ 

幅員 3.64ｍ～7.00ｍ 

既存私道 
ハイキングコース付替箇所 

＝新 

―旧 

至 金時山山頂 
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